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１．はじめに

寡占的な産業構造において，生産物が差別化
され，それに従って企業系列的な関係によって
生産工程を分業するシステムは，垂直的な工程
間の分割・結合を要求した。グローバル化の進
展とともに製品・部品の国際的な標準化の傾向
が強くなり，系列関係よりも市場を利用して距
離を保つ状況に変化してきている。少なくとも
中間生産物・部品においては標準化が進み水平
的な同じ生産工程間の分割・結合に変化してき
ている。系列に組み込まれて下請けとして特定
の部品生産を担当するか，いくつかの企業に複
合的な部品を供給する対等な自立的部品企業と
して市場を通した活動とするかは，企業の組織
選択の問題である。中間生産物・部品企業のこ
の選択は，部品の標準化やそれに誘引を与える
範囲の経済にかかわる技術選択の側面がある。
本稿では，企業の技術選択の理論を基礎に，企
業の標準化部品の生産に向けた組織選択につい
て１つの視点を提供する。以下で重要な役割を
演じるのは，技術選択でそうであるように，固
定費用，可変費用の大きさと生産水準である。
周知のように，単位生産あたりの費用である
単位費用は生産水準によって異なるので，単位
費用を最小にするような技術を選ぶとき，生産
水準によって選ばれる技術は異なることになる。
固定費用と可変費用がともに大きな技術は淘汰
され，ともに小さい技術は採用される。検討す
べき選択問題として残される候補は，固定費用
が小さくて可変費用が大きい技術と固定費用が

大きくて可変費用が小さい技術である。それら
の技術間の選択は，生産水準にも依存する。低
い生産水準では，単位生産あたり固定費用であ
る単位固定費用が重石となるので，固定費用が
小さな技術が選択される。生産水準が大きくな
ると単位固定費用のウエイトは小さくなるので，
単位可変費用が小さな技術が選択される。
固定費用と可変費用は通常トレードオフの関

係にある。単位可変費用を下げる技術の導入に
は大きな固定費用がかかる。それでもその技術
を導入するのは，導入によって可変費用が節約
され，大きな需要（したがって生産）が見込ま
れることから生産１単位あたり固定費用の低下
を期待しているのである。生産水準に応じた技
術の選択において，典型的なケースは，生産水
準が低い場合「低固定費用」技術，次にもう少
し生産水準が増加すると「低可変費用」技術，
さらに生産水準が大きくなると「高い固定費用
であるがさらに低い可変費用」技術が選ばれる
といえよう。
この生産技術選択と同様の原理が，生産水準

の拡大と中間生産物・部品における標準化の進
行と企業系列における下請け関係の流動化につ
いても作用していると考えられる。ある企業系
列の差別化製品の特殊部品の生産に特化してい
る企業が，別の差別化製品の企業系列における
同様な特殊部品も新たに手がける場合をイメー
ジしてみよう。差別化製品系列によって部品の
仕様が異なるため，別の系列の特殊部品を手が
ける場合，新たな設備投資が固定費用として必
要となる。しかし，仕様の異なる特殊部品を
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手がけることで，それらの間の共通化が可能な
部分などを汎用的なものにする，あるいは複数
の特殊部品をすり合わせる作業を通じて新たな
アイディアを部品に組み込む（複合部品，高性
能部品とする）などによって，単位可変費用の
低下や部品の品質向上を獲得する可能性も高い。
これは複数差別化製品の特殊部品を手がけるこ
とから生じる範囲の経済と捉えることもできよ
う。たとえ可変費用を低下させることができな
い場合でも，その生産工程の中間生産物・部品
を必要とする次の生産工程の企業に複数差別化
製品に対応できる複合的な部品の供給が可能と
なる場合も少なくない。また，複数の特殊部品
のコアとなる共通部分における品質・コストに
おいて競争力をもつなどの理由によって，部品
生産量の拡大が可能となって単位固定費用の低
下につながる可能性も高い。
このようにして複数の特殊部品を汎用的な部
品にする企業が登場すると，その部品を投入物
とする次の生産工程の企業は複数の差別化製品
のための汎用的中間生産物・部品を手がけるこ
とが容易となるであろう。この連鎖プロセスが
広がると，汎用的な部品が標準化され中間生産
物・部品だけでなく製品そのものも内容的には
あまり差のないブランド的差別化となり，製品
の標準化も進行すると考えられる。「固定費用
の増加を伴うが複数の差別化製品系列の企業に
供給することによる生産量の拡大でその単位コ
ストを下げ，汎用性を追及することで複合部品
を創出し品質の改善による高性能部品を創出す
る効果」を生かす選択が連鎖的になされ，部品
の標準化がさらに進行する。このプロセスは，
それまでの差別化製品による系列的な企業関係
をより市場メカニズムを生かした関係に変化さ
せることになるであろう。
本稿では，差別化製品に対応した特殊部品が
汎用化・標準化される状況を技術選択の基本的
なモデルで分析し，関連する企業系列形態の変
化については簡単に触れるにとどめる。以下第
２節では，生産水準と部品の汎用化・標準化を

分析するフレームワークである，固定費用・可
変費用を用いた基本的な単純モデルを構築する。
第３節では，生産水準が高くなるにしたがって
部品の汎用化・標準化が進行する条件を明らか
にする。第４節と第５節では部品の汎用化・標
準化における技術選択で重要な役割を果たす固
定費用と可変費用について一般化し，最後の節
で現実の経済現象に結びつける作業を加える。

２．基本モデル

多くの差別化製品が寡占的に生産されていて，
その一つの製品に特有の部品生産を請け負って
いる代表的な企業を取り上げる。この企業は特
定差別化製品の特殊部品に特化することで系列
的な関係に組み込まれているが，下請け的な特
化のリスクをさけ，独自に市場での売り上げを
伸ばすために，他の差別化製品の同様な特殊部
品の生産を手がけることも視野に入れているも
のとしよう。この部品企業が多くの差別化製品
に対応できる複合部品の生産に取り組み，系列
関係を解消してゆく産業組織形態の変化を，固
定費用と可変費用の関係から明示的にするため
の基本的な単純モデルをまず構築する。
差別化製品の種類は n個 1, 2, , n からな

り，それらの製品に共通するある特定の生産工
程で求められる部品を供給するための企業組織
を立ち上げるために固定費用 f（一定と仮定）
が必要であり，２つ，３つ，…の差別化製品に
対応する部品の生産組織にするためには全体と
して 2f, 3f, の固定費用がかかるものとする。
生産水準が X のとき可変費用は vXであり，
単純化して，１つの差別化製品の部品に特化し
て完全に系列に組み込まれている場合の部品企
業の単位可変費用は v c ac とする。ここ
で単位可変費用は基礎的な部分 c（労働コスト
など）と特定の差別化製品に対応させるために
必要となる付随的部分 acからなるものとされ
ている。２つの差別化製品に対応できる部品を
生産する組織では， 単位可変費用は v
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c 2ac 2となり，３つの差別化製品に対応
する部品生産の場合には v c 3ac 3

c 1 3 a , ，となる状況を仮定する。す
なわち単位可変費用 v は「部品の生産工程に
特有の基礎的コスト cと，対応させる差別化製
品の数 k に比例する付随コスト（kac）の加重
平均」であるとする。留意すべき点は，加重平
均とすることで，基礎的コスト c（その部品生
産のための直接的な人件費などの経費をイメー
ジしている）のウエイトが，対応させる差別化
製品の数を増すことで減少する，すなわち単位
あたり経費を節約できる側面を捉えていること
である。したがって k 個の差別化製品に対応
する部品生産を手がける組織の単位可変費用は
c 1 ka k c 1 k a となる。すなわち，
１つの組織でたくさんの差別化製品の部品を扱
うほど単位可変費用が減少すること，すなわち
範囲の経済が働くこと，が仮定されている。単
位可変費用は減少しなくても生産量の増加が期
待される，したがって単位固定費用の減少で規
模の経済を取り上げるかたちでのモデル化もで
きるが，その点は第５節で触れることにする。
１つの組織で単一の差別化製品の特殊部品の
みを生産する，すなわち系列的に特化している
場合の生産量水準を X とすると，そのときの
単位費用は f X c 1 a である。もし２つの
差別化製品に同時対応できる複合部品の生産を
手がけると，そのための追加的な単位固定費用
は f X で全体でその２倍の単位固定費用とな
り，他方で単位可変費用は c 1 2a 2となる。
３つの差別化製品に対応する複合部品生産の組
織にすると単位固定費用は 3f Xで単位可変費
用は c 1 3a 3となる。同様に，k個の差別
化製品に対応する複合（マルチ仕様）部品生産
では，その組織の単位固定費用は kf Xであり
単位可変費用は c 1 ka kとなり，全体とし
ての単位費用は kf X c 1 k a となる。こ
の基本モデルでは，kが大きくなると可変費用
に関する範囲の経済が働くことを繰り返し強調
しておく。

３．複合部品生産への移行

部品企業による対応する差別化製品の数の選
択は，その部品生産における全体としての単位
費用が最小となるようになされるであろう（対
応できる差別化製品の数が異なると，部品とし
ての内容・品質も異なると評価すべき側面につ
いては後で言及する）。単一の差別化製品に対
応する特殊部品から２つの差別化製品対応の複
合部品，そして３つの差別化製品対応へと部品
の汎用性を増加する，あるいは部品の標準化を
押し進める条件を，単位費用の最小化の側面か
ら求めておこう。１つの差別化製品の部品生産
に特化する場合の単位費用は

f X c 1 a （1）

であり，２つの差別化製品に対応する複合部品
生産を手がける場合の，全体の単位費用は

2f X c 1 2 a （2）

である。したがって，（2）式から（1）式を引いた
値が負となれば，２つの差別化製品に対応する
部品生産を手がけるほうが単位費用の低下をも
たらす。その条件は f X c 2 0，であり変
形すると

2f c X （3）

となる。生産水準 Xが 2f cを上回ると単位費
用削減のために別の差別化製品に対応する部品
生産を手がけること，すなわち可変費用に関す
る範囲の経済を利用することが単位費用の低下
の面で効率的となる。複合部品を手がけるため
の固定費用の追加 f を可変費用の低下 c 2

で補って余りあるほどの生産水準において，別
の差別化製品に対応する複合部品の生産を手が
けることが有利となる。すなわち，fが小さい
ほどまた c が大きいほど低い Xで複数の差別
化製品に対応する複合部品の生産がはじまる。
２つの差別化製品に対応する複合部品生産の

組織から３つの差別化製品に対応する部品生産
の組織に部品の汎用化を進めるかどうかは，
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次の条件による。すなわち，３つ差別化製品に
対応する複合部品生産の組織の全体としての
単位費用は

3f X c 1 3 a （4）

であり，（4）式から（2）式を引いた値が負となる
条件は f X c 6 0，となる。変形すると

6f c X （5）

であり，２つの差別化製品に対応する複合部品
生産の組織に移行する生産量水準よりもさらに
高くなったところ（この単純ケースではその３
倍の生産水準）で３つの差別化製品に対応する
複合部品生産の組織に移行することがわかる。
K個の差別化製品に対応する複合（マルチ）
部品生産の組織から k 1個の差別化製品に対
応する部品にその汎用性・標準化を押し進める
条件は，f X c k k 1 0，すなわち

k k 1 f c X （6）

となる。生産水準が高まることで汎用性の高い
（マルチ仕様の）部品の生産が拡大し，その部
品が市場で主流となることで標準化が進展する
ことがわかる。追加的固定費用の増加は比例的
であるのに対して，追加的な可変費用の減少は
逓減的であるようにモデル化されているからで
ある。部品の複合化を増やしても生産量増加が
あまり望めない場合は，２つの部品複合化より
も３つの部品複合化が単位費用の低下が難しい
ことになる。
ここでは，単位費用の低下のみを部品の汎用
化・標準化の条件としてきた。この条件の重要
性は言うまでもないが，部品の汎用化・標準化
に挑戦する別の要因も存在する。部品の汎用化・
標準化に成功すると，複数の差別化製品系列の
部品市場にかかわることができ販売の拡大が期
待できる。さらに，異なる部品のすり合わせや
複合部品開発のためのノウハウの蓄積に基づく
品質の向上による競争力の向上も期待できる。
また，標準・汎用部品の開発はそれを中間投入
する次の生産工程の生産物に影響し，次生産工

程の中間生産物・部品生産での汎用化・標準化
の方向への誘引となる。

４．可変費用の一般化

これまでは，単位可変費用 v は「部品に特
有の基礎的コスト cと対応させる差別化製品数
に比例するコスト（kac）の加重値」とし，cと
aはどの差別化製品の当該生産工程の部品につ
いても等しいと仮定していた。また，差別化製
品の当該部品への対応に伴う固定費用の追加は
１つの差別化製品の特殊部品について fで一定
とされていた。以下の節ではこれら対称性の
仮定を少し緩める。そのことによって，差別化
製品の当該部品の汎用標準化と企業系列の産業
構造特性の解体などについてより多様に論じる
ことが可能となる。
単位可変費用を構成する「対応する差別化製

品を追加することから生じるコスト（ac）」はど
の差別化製品にさらに対応させるかによって異
なる可能性がある。k番目の差別化製品の部品
に対応する場合のウエイトは akであるとし，
k が大きくなると akも大きくなるように順序
付けられているものとする （ただし，
k 1, 2, 3, , n）。なお固定費用 fは当面一定
と仮定しておく。
この場合，i 番目の差別化製品（i 番目ある

いは i番目対応と略記）の部品生産に特化する
企業の全体の単位費用は

f X c cai （7）

であるが，もう一つ j番目に対応する部品生産
を手がける場合の，全体の単位費用は

2f X c 1 ai aj 2 （8）

である。したがって，（8）式から（7）式を引いた
値が負となれば，j番目に対応する部品生産を
追加して手がけることで単位費用の低下となる。
その条件は f X c 1 ai aj 2 0 ，で
あり変形すると
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2f c 1 ai aj X （9）

となる（ただし，左辺の分母は正と仮定する）。
ajが小さいほど低い生産量水準でその j番目に
対応する部品生産を追加して手がけることとな
る。したがって iが１でない場合，最初に選ば
れる jとしては１番目に対応する部品であり，
それを組み込む複合部品が作られることとなる。
また，ai が大きな企業ほど低い生産水準で
複合部品を手がけるインセンティブが働くこと
から，他の条件が同じであれば，n番目に対応
する部品企業が１番目に対応する部品の結合に
低い生産水準で取り組もうとするであろう。複
合部品を手がけることで範囲の経済の利益を強
く求めるのは高い可変費用の企業である。しか
し他の事情が同じであれば，低い単位可変費用
の部品企業，ここでは２番目に対応する部品企
業が１番目に対応する部品生産を手がける争奪
戦に参加すると，３番目以降の部品企業まして
n番目対応の当該部品企業は，コスト競争で不
利となることも考えられる。この場合には，複
合部品に取り組む競争に優位である企業は１番
目と２番目であろう。実際には，企業の寡占的
競争のゲーム設定によっていろいろな状況の可
能性があるが，ここではその問題に深く立ち入
ら な い で ， i n, j 1 と し て お こ う
（i 2, j 1 のケースについては，後で簡単
に触れることとする）。
その複合部品企業の単位費用は

2f X c 1 a1 an 2 （10）

であり，さらにもう一つ k 番目の差別化製品
に対応する部品生産を手がける場合の，全体の
単位費用は

3f X c 1 a1 an ak 3 （11）

である。したがって，（11）式から（10）式を引い
た値が負となれば，さらに k 番目対応の部品
生産を追加して手がけるほうが全体の単位費用
の低下をもたらす。その条件は f X c 1

a1 an 6 ak 3 0，であり変形すると

6f c 1 a1 an 2ak X （12）

となる（やはり左辺の分母は正と仮定する）。
生産水準がしだいに増加して複合部品への取り
組みが可能となる状況では，追加して手がけら
れるターゲット部品企業は２番目 k 2 で
あろう。
ここでもし別の g 番目対応の部品企業がも

う一つ k 番目の差別化製品に対応する部品
生産を手がける場合の条件（全体の単位費用
減少）は，（9）式に対応する，

2f c 1 ag ak X （13）

となる（ただし，左辺の分母は正と仮定する）。
低い生産水準でも複合部品を手がけるインセン
ティブが高いのは n 1番目（g n 1）企業
であり，手がけられるターゲット部品企業は
やはり２番目 k 2 であろう。（12）式と（13）
式（ただし g n 1, k 2）の比較から，
n 1番目の企業のほうが低い生産水準で２番
目企業の部品との複合に取り組むことによる範
囲の経済の利益を得ることになるであろう。
一般に２つの複合部品を扱う臨界的な生産水

準に対して，３つの複合部品を手がけることに
よる範囲の経済からのコスト低下は逓減するの
で，その臨界的な生産水準は高くなる。したがっ
て，複合部品の数を増加することで十分な販売
（生産）量の増加が見込まれない場合には，３
つ（i番目と j番目をすでに複合している部品
企業がさらに k 番目を追加的に複合化する）
ではなく，２つの複合部品に新たに参入する企
業（g番目対応の部品企業）がもう一つの差別
化製品に対応する部品企業（k番目部品企業）
の部品を手がけることになろう。
同様のプロセスで２つの複合部品企業が形成

されてゆき，それが行き渡ると，次はさらなる
複合部品企業の形成に向かうことになるであろ
う。２つの複合部品企業ばかりの場合，
a1 an, a2 an 1, a3 an 3, の値の小さい順
に企業番号をつければ，４つの複合部品企業の
形成について同様の議論が可能となる。３つの
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複合部品企業の出現を設定することも可能であ
るが，ここではそれを触れるにとどめ，これ以
上立ち入らない。さらに複合される部品の数が
多くなり，マルチ仕様の部品（マルチ部品）が
出現する可能性もある。それは標準化・汎用化
された部品となってゆくであろう。このような
形態での部品の汎用化・標準化の競争はよく見
られるものである。低コスト可変費用の部品企
業のブランド力が低く，高コスト可変費用の部
品企業のブランド力が高い場合，低ブランドが
高ブランドと結びつく形で，ブランドが淘汰さ
れる競争がすすむ。低コスト可変費用の部品企
業の競争力が高く，高コスト可変費用の部品企
業の競争力が低い場合，低競争力企業が高競争
力企業と結びつく形で，部品企業の数が淘汰さ
れる競争がすすむ。
複合部品に移るインセンティブを重視し，別
仕様部品の取り込みから得られる範囲の経済に
よる単位可変費用の低下を考慮して，n番目の
部品企業が１番目の部品を取り込むことから部
品の複合化がはじまるシナリオを示したが，全
体の単位費用の面での競争力を重視すると，部
品の複合化は１番目と２番目の部品の複合化か
らはじまるシナリオとなるであろう。２つの部
品の複合化が３つの部品の複合化よりも容易
（生産水準の拡大が大きくなくても可能）であ
るので，つぎの複合化は３番目と４番目の部品
でなされることになろう。この状況が展開して
最後に n番目と n 1番目の部品の複合化がも
たらされることとなろう（ただし，nは偶数と
仮定しておく）。つぎに２つの部品を複合化し
た企業が他の２つの部品を複合化した企業の４
つの複合部品を手がけるという複合化のプロセ
スを考えると，１，２，３，４番目の部品を複
合化する企業がまず生まれ，最後に，n 3,

n 2, n 1, n 番目の部品を複合化する企業が
出現する。このようなプロセスをへて，マルチ
複合部品をつくる企業が出現するシナリオを前
述のケースと類似に描くことができるであろう。
複合部品生産を行う同じような企業の寡占状

態が，競争と統合によって企業数をしだいに減
少して，汎用化・標準化が進む状況ばかりでは
ない。複合部品を手がけることによって，価格
や品質面から販売量（生産量）の飛躍的増加が
ある場合，いち早く複合部品の生産によって範
囲の経済を活用する企業が，低コスト可変費用
の部品から次第に高コスト可変費用の部品を複
合化に組み込み，そのマルチ複合部品が汎用化・
標準化を勝ち取る状況も起こりえる。モデルを
少し変えて，範囲の経済が複合化する部品数に
対して逓増的に作用する場合には，１つの部品
企業がマルチ複合化部品を取り扱う方向への急
速な進展が見られることになろう。

５．固定費用の一般化

部品生産の生産水準Xについてパラメトリッ
クに変化させてみよう。単位費用は aiの大き
さに依存するものとすると，i番目の部品生産
に特化する企業の全体の単位費用は

f X c cai （7）

である。もう一つ j番目に対応する部品生産を
手がける場合の，全体の単位費用は

2f X c 1 ai aj 2 （8）

である。複合部品によって元の２倍の生産水準
が確保でき，aiと ajがあまり違わなければ，
単位費用は低下し，j番目に対応する部品生産
をも手がけることになるであろう。さらにもう
一つ k 番目の差別化製品に対応する部品生産
を手がける場合の，全体の単位費用は 3f X

c 1 ai aj ak 3 である。やはり３つの複
合部品によって元の３倍の生産水準が確保され，
aiと ajと akがあまり違わなければ，単位費用
はさらに低下し，k番目に対応する部品生産を
も引き受けることができるであろう。複合化に
よって生産水準が比例的に拡大する状況では，
いち早く複合部品に参入し，次々と複合化に組
み込む部品数を拡大する戦略が採られることに
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なろう。低い単位費用の部品企業が複合部品に
参入して対応する複数部品のマーケット（販売
量，したがってそのための生産量）を手に入れ
るものとすると，i, jは１，２であり，kは３
となるとしても問題はないであろう。
単位費用を下げながら，k番目まで対応の複
合部品企業が k 1番目対応の部品まで複合範
囲を拡大する条件は，

kf X c 1 ak k （14）
（ただし の範囲は 1, 2, , k）

よりも

k 1 f X c 1 ak 1 k 1 （15）
（ただし の範囲は 1, 2, , k 1）

が小さくなることである。その条件は，f X c 1

ak k k 1 ak 1 k 1 0，すなわち

k 1 kf c 1 ak kak 1 X（16）
（ただし の範囲は 1, 2, , k）

である（ただし，左辺分母は正と仮定されてい
る）。ak 1が小さいほど，また fが小さいほど
低い生産量で複合化される。cが大きいほど，
また k が小さくて範囲の経済が見込まれるほ
ど低い生産水準で部品複合化の利益が得られる
こととなる。
もし Xが kと比例して拡大するならば費用
における固定費用の負担はなくなるので，可変
費用における範囲の経済の働きによってその低
下がもたらされる限り多数仕様の部品の複合化
への取り組みが進む。低コスト可変費用の部品
企業が複合部品の生産によって範囲の経済を活
用する状況が，しだいに高コスト可変費用の部
品への参入へと浸透してゆくこととなる。
なお，生産水準 Xの増加をパラメトリック
に論じることは，固定費 fの違いを扱うことと
類似的であり，この点について以下でさらに掘
り下げておく。
可変費用については対称的であるとし，固定
費用 fが一定でないケースを取り上げる。k番

目に対応する部品を複合的に手がける場合の固
定費用を fk k 1, 2, , n とし，k が大きく
なると fkも大きくなるように順番が付けられ
ているものとする。可変費用についてはその生
産工程に関して対称的と仮定していて範囲の経
済は共通であるので，複合部品に取組むかどう
かは主として追加的な固定費用を考慮すること
になる。
i番目に対応する部品生産に特化する場合の

単位費用は

fi X c 1 a （17）

であり，もう一つ j番目に対応する部品生産を
手がける場合の，全体の単位費用は

fi fj X c 1 2 a （18）

である。したがって，（18）式から（17）式を引い
た値が負となれば，２つの差別化製品に対応す
る部品生産を手がけるほうが単位費用の低下を
もたらす。その条件は fj X c 2 0，であり
変形すると

fj c X （19）

となる。固定費用の小さい差別化部品ほど低い
生産水準で複合に組み込まれることとなる。ま
た（18）式からわかるように，複合部品生産の結
果として全体の単位費用を小さくできるのはも
ともとの固定費用が小さい企業であるので，部
品の複合化は固定費用の低い１番目に対応する
部品と２番目に対応する部品であろう。
その複合部品企業が３つの差別化製品に対応

する複合部品生産の組織に取り組む（多仕様化
を進める）かどうかは次の条件による。３つの
差別化製品に対応する部品生産の組織の全体と
しての単位費用は

f1 f2 fk X c 1 3 a （20）

であり，（20）式から（18）式（ただし， i 1,

j 2）を引いた値が負となる条件は fk X

c 6 0，となる。すなわち
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6fk c X （21）

であり，低い固定費用の部品ほど低い生産水準
で複合に組み入れられることがわかる。固定費
用の低い順に並べられているので，kは３とな
る。
k 番目までの複合部品生産の組織から k 1

個の差別化製品にも対応するマルチ複合部品生
産の組織に取り込む（部品の汎用性・標準化を
押し進める）条件は，fk 1 X c k k 1 0，
すなわち

k k 1 fk 1 c X （22）

となる。生産水準が高まることで，固定費用の
低い順に汎用性のある部品の生産が拡大し標準
化が進展することがわかる。
可変費用が非対称的な場合の議論と同様に，
部品企業間の生産量があまり違わない寡占的な
部品産業の場合，複合部品を手がけることで対
応する部品の市場を獲得でき生産量が拡大する
状況では，１つの部品企業が次々に他の部品を
複合的に手がける形での複合部品化が進み，そ
れが部品の汎用化・標準化をもたらすことと
なる。
しかしながら，複合化が生産の拡大につなが
らない場合には，２つの複合部品企業の寡占的
競争，４つの複合仕様部品の寡占的競争と，寡
占的企業の数を減少するような形態で寡占の構
造が変化する状況が生じるであろう。３つの複
合仕様部品企業の可能性も含めて，どのような
形で部品の汎用化・標準化が進展するかを特定
するには，ゲーム理論的な検討が必要である。
固定費用と可変費用がともに非対称的である
場合には，同じ生産工程における部品企業の水
平的な分割・結合に関していろいろな組み合わ
せの中から最適な組織を選ぶにあたり，単純な
法則は見出しにくくなる。多様な組織形態，市
場形態が可能性として描かれることになるであ
ろう。

６．汎用的部品と差別化製品の標準化

以上の議論を踏まえて，単純なモデルの結果
を複雑な現実に投射することのジャンプは承知
の上で，現実的な文脈でまとめておく。
差別化製品のマーケットが拡大し，対応する

系列企業における類似の特殊部品の生産水準が
高くなるにしたがって，部品の汎用化・標準化
と企業系列の流動化が進行する傾向が見られる。
差別化製品のマーケットが小さいとき，企業は
別々の系列的な部品生産組織で寡占的に競争す
る形態を選ぶであろう。下請け的な部品企業は，
複数の差別化製品の特殊部品の生産を手がける
と固定費用がかさむので，一つの系列的な差別
化製品の部品に特化する。部品生産のノウハウ
までも親企業に頼る系列的な管理運営によって，
部品生産の固定費用と可変費用を抑える組織形
態が選択されることになる（系列的な関係でな
く，単一の一貫生産企業もその特殊ケースと考
えることができる）。
生産水準が大きくなるにしたがって，企業の

技術と組織形態の選択において，単位固定費用
よりも単位可変費用が重視されることとなる。
この状況で，対応する差別化製品の種類が増え
るために固定費用の増加を伴うが範囲の経済が
働けば単位可変費用の削減につながることにな
り，複数部品を手がける技術選択とそれに伴う
組織の形成が検討されることとなる。別系列の
特殊部品とのすり合わせや共通のコア部分を見
極めることを通じて，部品生産に関する自前の
ノウハウを開発・蓄積することで，品質の向上
や可変費用の増加を抑え，生産量の十分な拡大
が期待される組織を形成できるならば，複合仕
様的部品の生産と差別化製品の企業系列からの
自立の可能性が生じる。
差別化製品の市場規模の拡大，したがって当

該部品の生産水準の増加に伴ってその可能性は
高まり，２つ以上の差別化製品に対応した複合
部品生産の組織をつくって，単一の企業系列の
下請けから２つ以上の系列にまたがった取引を
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行う，市場メカニズムを使った，自立的な企業
組織形態が形成されることとなる。さらに生産
量の水準が高くなると，対象とする差別化製品
の仕様種類が多いマルチ部品生産が手がけられ
る状況が生じ，当該部品の汎用化・標準化が進
むことになろう。多数の差別化製品に対応する
マルチ部品を生産する組織を創るにはやはり固
定費用の増加を覚悟しなければならないが，す
でに強調したように範囲の経済を生かして，コ
アとなる共通部分の統合と差別化から生じた特
殊部分のすり合わせに必要な多様なノウハウを
蓄積することによって，可変費用の増加を抑え
品質を向上させるメリットを生かし，市場シェ
ア（したがって生産量）の拡大に結びつけるダ
イナミックな変化を描くこともできよう。
複合部品の拡大と差別化製品系列の柔軟化は，
その部品の生産工程だけでなく，前後の生産工
程における中間生産物・部品の汎用化・標準化
の進展や，新製品の開発方向にも影響を及ぼす
こととなる。複合部品を中間投入する次の生産
工程の中間生産物・部品企業は，その生産工程
の部品（次工程部品）の生産を複合的なものに
する誘引が強くなる。複合部品のすべてを有効
に活用したその次の工程部品は，やはり複合的
部品となるであろう。もちろん，それぞれの工
程での部品において，中間投入物の変化とは無
関係に，生産水準の拡大によって複合仕様部品
へと汎用化・標準化を促進する動きがある。ま
た，同じ複合部品を中間投入物とする複数の次
工程部品企業は，それらの企業間の競争が厳し
くなり，淘汰されるかあるいは企業間の協力的
な統合などで生き残ることとなるであろう。し
かも，その前の生産工程の部品（前工程部品）
で部品の汎用化・標準化が進展した場合，その

影響でその工程における部品生産では汎用化・
標準化が容易となることも考えられる。
このようにして，汎用化・標準化の動きはそ

の前後の生産工程の部品へと浸透してゆき，差
別化製品の生産工程の全体に広がることとなる
であろう。もちろん，ブランド力を維持して，
あくまで製品の差別化で生き残る企業もある。
差別化製品の寡占的な市場は，多くの一般的な
標準的製品と差別化を残した少数ブランド製品
の混合市場へと変化する状況は良く見られると
ころである。マルチ部品の開発や汎用的・標準
的部品の開発は部品企業の市場交渉力を高め，
最終生産工程を統治する企業を頂点とする企業
系列の組織を変化させることになるであろう。
競争力の強い部品企業が最終プロセス企業を支
配する状況も起こりえる。また，マルチ部品の
開発は製品の多様化を促す要因ともなり，さら
にダイナミックに考えると新製品の開発にもつ
ながるであろう。組み合わせによる新機軸は，
組み合わされる物の数が大きくなることで飛躍
的に可能性を高める。たんなる部品の複合化が
製品の開発方向までも変え，新製品の誕生まで
も促すこともしばしば見られる現象である。
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